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伊方原発再稼働・原子力災害対策行動計画に関する公開質問状に対する

高知県回答への評価と提言 

２０１５年１月８日

原発をなくし、自然エネルギーを推進する

高知県民連絡会

１．福井地裁判決をどう受け止めるか

 ⅰ 福井地裁判決の評価（資料 1～2 参照）

① ｢改めて安全性が確保されない限り、原発の再稼働はあり得ない｣としていることは

評価する。

しかし、その観点に立つのであれば、新規制基準の問題点を指摘しなければならな

い。ア．事故原因を津波としていることは、国会事故調査会報告や木村俊雄氏などの｢

地震動による配管損傷の高い可能性｣との指摘を踏まえていない。イ．コアキャッチャ

ーを求めないなど｢世界一厳しい基準｣ではない。ウ．特定安全施設、フィルター付き

ベントには 5 年間の猶予、緊急時対策所は当面仮設で可能としている。エ．活断層の

調査対象期間を「13 万～12 万年前以降」から「約 40 万年前以降」へと範囲拡大した

が専門家からは「古い断層を判断することは困難」との指摘もある。福島原発事故の

真相究明とそれに基づいた規制基準の見直しを求めるべきである。 

② ｢国民に対して丁寧な説明を行う必要がある｣というのであれば、｢納得できる説明が

なければ、原発稼働を認めない｣と言いえる立場を確保すべきである。当会は、そのた

めに、高知県として、四国電力と｢愛媛県なみの原発協定｣を締結することを求めてい

るのである。 

ⅱ 250 キロ圏内の被害について 

  ｢250 キロ圏内に居住する住民の差し止め請求を認めたことを重く受け止める｣ので

あれば、ア．ⅰに述べた四国電力に対する対抗手段を求めるべきであるし、イ．250

キロを対象とした実効ある避難態勢を構築すべきである。 

２．再稼働の必要なしとする論拠 

  ｢脱原発の方向に向かうことに異論はない｣としていることは評価する。

 ① 電力不足論（資料 2～4 参照）

   ｢四国電力の発電能力が、老朽化施設を除くと 608.5 万 kw しかなく、余裕電力 3％
を確保できない｣としているが、ア．県が最大電力需要としている 599 万 kw は、福島

原発事故以前の数字であり、そもそも、日本全体の電力需要が低下している上に、事

故後、各企業は自己発電能力を強化しており（2013 年度の自家発電電力量は、

2668Kwh で全発電量の 24.5％・資源エネルギー庁｢電力調査統計｣）、現在では、余裕

電力 3％は優に確保できる状態にある。イ．それでも、電力需要に不安があるとする

のであれば、当会として提起しているように老朽化施設はガスコンバインド発電に切

り替えればよい。

② 電気料金高騰論について（資料 5～6 参照）

   ｢原価に算入される減価償却費等の原発コストが存在するため、必ずしも電気料金が

低下するとは限らない｣としているが、ア．現在は、原発を維持し、規制基準に合致す

るための安全対策を実施することとしているのであるから、そのための費用（毎年の

維持費 1.2 兆円、原発の安全対策費 2.2 兆円、今後積み立てるべき費用＝核燃料サイ
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クル積立金など 10.2 兆円・別紙参照）が加算されるのは当然であり、これを取りやめ

ることとすれば、コストは下がるのは当然の理屈である。イ．四国電力の電気料金値

上げ申請書の根拠とした原価には、少なく見積もって、898 億円の原発費用が見込ま

れており、仮に減価償却費 133 億円を差し引いても、765 億円であり、不足額 625 億

円を上回る。ウ．廃炉を決定すれば、原発は不良債務となるのであるが、これは、電

力会社の企業の論理であり、一般企業であれば、経営努力しなければならないもので

ある。

③ 原発の発電コストについて（資料 7～9 参照）

  ｢試算方法によって異なる結果となることから、国民的議論のもとに検証が必要｣と

しているが、コスト検証委員会の｢原発 8.9 円/kwh｣という数字も、モデルプラント方

式ではあるが、｢実際にいくらのコストがかかったかを積み上げ、発電電力量で割る｣

方式によって試算されているものであり、この試算方法はオーソライズされたものと

考えるべきである。 

大島教授は、コスト検証委員会が過小評価していた事故対応コストを、実際に積み

上げた金額に基づき｢少なくとも
．．．．．

11 兆円｣とする（事故対応費用 11 兆円として 9.4 円

／kwh、40 年廃炉で 11.4 円/kwh）新試算を発表し、さらに「事故賠償費用は東電作成

のもので過小評価されている可能性。除染費用は、環境放射能除染学会グループは 10

兆円に近づくと試算。事故収束や廃炉費用には新技術開発が必要で想定をはるかに超

える費用が必要」と指摘している。つまり、原発の発電コストは、｢最低でも 11.4 円

/kwh｣と考えるのが妥当である。これは、コスト検証委員会試算に従ったとしても、LNG

発電を上回るものであり、後述するように、ガスコンバインドシステムが格段に進化

していること、燃料である天然ガス価格が低下していることから、LNG 発電コストはも

っと引き下げられることになる。 

④ 再生可能エネルギーについて（資料 9～10 参照） 

  ｢再生可能エネルギーの発電量は、天候等で変動し、・・スマートグリッド、スマー

トコミュニティの実現に一定の時間がかかる｣としつつ、その方向性を志向し、｢国に

政策提言を行う｣としていることは、「エネルギーを地産地消し、地方に人々が住み続

ける社会」を実現する観点からも、評価する。一方で燃料電池や蓄電技術は飛躍的に

進歩しており、｢電気を購入しなくても生活できる社会｣はすぐそこに来ているのであ

る。大規模な送電網を整備しなくても、スマートコミュニティの実現は可能であるこ

とを指摘しておく。 

  また、地球環境をまもるためにも、災害時における電気の供給をまもるためにも、

こうした地域分散型の電力需給が推進されるべきであるし、省エネルギー施策の推進

はもとより、オール電化などという電力多消費のシステムの規制を進めるべきである。  

⑤ ガスコンバインドサイクルについて（資料 11～12 参照） 

  ガスコンバインドサイクルは、再生可能エネルギー発電社会が実現するまでの間の

有力な代替発電システムである。 

ア．シェールガス採掘技術の開発等により、非在来型ガスの技術的採掘可能量は

230.3 兆㎥（在来型 404.4 兆㎥ ）であり、この半分を経済合理的に採出できれば、

天然ガス可採年数は 160 年超となる。これは、天然ウランの 70 年を大きく上回る。イ．

このことにより、天然ガス価格は、世界的に大きく下落しており、アメリカでは 3 ド

ル代半ば/百万ＢＴＵである。日本においても、米ガス市場価格リンクでの輸入が始ま

っており、日本到着価格は 113 ドル/百万ＢＴＵ程度、原油価格リンクよりも３割強安

くなると見込まれている。県回答は、「LNG の輸入価格は、上昇している」としている

が、世界の趨勢は、天然ガス価格は下落の方向にあるのであり、コスト検証委員会試

算の前提となっている原油価格リンクよりも安く購入する仕組みがすでに始まってい
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るのである。ウ．従って、コスト検証委員会の試算 2010 年・10.7 円から 2030 年・10.9

円/kwh はむしろ低下すると見る必要がある。エ．ガスコンバインドは、設置に数ヶ月

しかかからず、立地面積も少ないことから、現状では用地取得さえ見込めず、仮に建

設に移ることができたとしても、数年を要する原発よりも容易に、かつ早く建設でき

る。オ．ガスコンバインドは廃熱をも利用するシステムであり、6～7 割の熱を海洋に

放出する原発よりも環境にやさしいばかりでなく、スマートコミュニティの構築に適

合している。 

このようなメリットを持つガスコンバインドシステムがすでに普及している段階で、

今後の新設は困難と見込まれる原発に拘泥する必要はなく、一刻も早いガスコンバイ

ンドへのシフトがされてしかるべきである。｢経営者として判断すること｣とするので

はなく、「原発事故の当事者」となる立場として、また大株主として、能動的に働き

かけるべきである。 

３．高知県の 3 条件の拘束力のなさの克服について 

  高知県の 3 条件（ア．国からの直接の説明およびそれを受けた四電の対応、イ．地震

に対する安全対策の確立、ウ．異常が発生したときに通報連絡体制の確立）については、

法的拘束力はない。また、愛媛県と四国電力の協定についても、法的拘束力はないが、

県回答にあるように｢事実上、同意なしに再稼働はできない｣という拘束力を持つものと

なっている。回答１－②において、「250 キロ圏内にも被害が及ぶことを重く受け止め

る必要がある」としているように、高知県民は、伊方原発で事故が起これば、多大な被

害を被ることになることを踏まえるならば、県回答の「距離に応じて強い発言力を持つ

のは合理的」との考え方は、何ら合理的と言えないし、１-②の考え方にも矛盾している。

法によって、｢協定締結はできない｣などと定められているものではないのであり、愛媛

県なみの協定締結を求めるべきである。県の能動的な姿勢が問われる。 

４．ガスコンバインドシステム及び四国電力との勉強会 

① ガスコンバインドシステムについて 

  ２-⑤で述べたとおり。 

 ② 四国電力との勉強会 

   県が公開を始めたことは評価する。ただし、県民への周知方法について、改善すべ

きである。 

   「四国電力に専門的な議論をわかりやすく説明することを求める」のは、当然であ

るが、企業は、都合の悪いことは隠す傾向にあることは事実であり、現に、例えば２

－①に述べた電力不足論、２－②に述べた電気料金高騰論などは、四国電力の説明を

丸呑みしているものであるが、専門家を加えることによって、このような欺瞞姓を論

破することができるのである。 

５．原子力災害対策行動計画について 

 ① 被曝線量の基準について（資料 13～15 参照） 

   ｢計画は、ＩＣＲＰ基準に基づいて策定｣しているとのことだが、放射線被曝には、｢し

きい値｣はなく、もともとＩＣＲＰ自体が原発推進の立場に立つ機関であることを踏ま

えるべきである。ＩＣＲＰの｢年間 1 ミリシーベルト｣という基準自体が、「経済的お

よび社会的要因を考慮に入れて、被ばく線量を合理的に達成できる限り低く保つ」

（ALARA 原則）として、1 万人に 1 人のガン死を容認する年間 1 ミリシーベルトを推奨

しているに過ぎない。年間 20 ミリシーベルトは、この 20 倍のガン死を容認する値で

あり、｢放射線管理区域｣に働く人間に対する基準である。福島では、原発事故当時 18

才以下であった子ども 30 万人への｢健康管理調査｣で、実に 103 人もの子どもたちに甲

状腺癌ないしその疑いの診断が出されており、年間 20 ミリシーベルトという地域への
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帰還を推進する国の基準は、｢福島原発事故の影響を小さく見せたい｣という非科学的

かつ非人道的な意図に基づくものである。避難計画は、最低でも｢年間 1 ミリシーベル

トまで｣ということを前提にした避難計画でなければならない。 

② 一時避難とその後の対応について 

   福島原発事故においては、スピーディ情報が隠されるなど、事故後の放射線量予測

と測定が適切に行われなかったことにより、津波にさらわれた人々の救出が行われな

かったり、放射線量の高い地域に避難させたり等多くの混乱が生じた。こうした状況

を生じさせない放射線量予測と情報提供体制の構築が必要である。  

県の原子力災害行動計画では、一定の努力が行われることとなっているが、基本的

には、国の情報頼みであり、それだけでよいのかとの疑問を感じざるを得ない。国だ

けに頼らない、2 重、3 重の情報収集体制の構築が必要である。 

   また、一時避難後の長期にわたる避難計画がないことは問題である。福島県民 14 万

人がいまだ避難生活にあり、福島県以外からも多数の人々が放射線被曝から逃れて、

経済的にも、精神的にも苦しい生活を強いられている現状を踏まえ、その支援対策を

国に求めると同時に、県としての支援対策を計画しておくべきである。そのためにも、

福島原発事故子ども被災者支援法の適用範囲の拡大と支援内容の充実を国に求めるべ

きである。 

 ③ ヨウ素剤の配布について（資料 16 参照） 

   ①のことから、ヨウ素剤の配布については、県内全市町村を対象とすべきである。

福島原発事故時に、三春町が独自の判断で、町民にヨウ素剤服用をさせた判断が適切

であったことが、後の東北大の調査で明らかになったが、他の市町村では、市民に配

布すらされなかったことが明らかになっている。こうした判断と実行を速やかに実施

するためにも、あらかじめ、県内全域にヨウ素剤を配布し、その適切な服用を訓練し

ておくことが必要である。 

６．県民に対する説明

  県回答では、｢四国電力との勉強会の内容をしかるべき時期に公表｣となっているが、

勉強会の公開とともに、その都度公表すべきである。また、原子力対策行動計画につい

ても、その内容を充実するとともに、県民に広く公表すべきである。そのような、高知

県としての能動的な行動が、現在の国の理不尽な福島原発事故対応への警鐘となるし、

四国電力に対する牽制ともなるのである。


